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1 はじめに   

近年，日本の企業における給引Iilj度は能力・成果主義  

に基づく年俸制へ変化している．特に，ソフト系企業  

のような技術系企業では急速に進んできている．年俸  

制を効果的に実施するには，能力を客観的に評価でき  

る制度の確立と能力主義に基づく人事管理システムの  

整惰が必要になる．そのため，成果や能力，あるいは  

姿勢を評価するための客観的な評価基準の設定が必要  

になるが，各評価者によって考え方にばらつきがある．  

そこで，我々は客観的な評価基準の決定力●法の▲一つと  

して，集闊の合意に基づく決定が有効であると考え，  

【1．21で提案している合意形成のためのグループAHP  

法を人事評価に適川するという試みをしてきた【3，4】．  

ここでは，数十人規模の組織での合意形成に適川した  

事例を示す・なお，分析には【4】のソフトを利川する．  

2 合意形成モデルを用いたグループAHP   

法の適用   

合意形成モデルを用いたグループAHP法を適用す  

る場合，評価者に対して，階層ごとにアンケートを実  

施し，評価項目の区間一対比較値を求める．ただし，  

一一対比較では各項目の重要性を主張区間により表硯す  

る．ここでは，各個人が主張し，かつ妥協できる一対比  

較値の範囲を“主張区間，，とする．これは，従来の区間  

AHPでの一対比較値を区間で与える場合と形式11吊二  

は同じであるが，グループの合意形成を得るためには，  

評価の初期の時点から妥協する姿勢を持たせるという  

意味で，非′削こ重要な視点と著者らは考えている．こ  

の点を評佃者に十分理解させるよう事前にインストラ  

クションすることは，この手法を川いた結果の有用性  

を高める上で重安なことと考える．なお，アンケート  

には【4】のアンケートソフトを利用した．また，我々は  

事前に上記のようなアンケート調査を試験的に行なっ  

ていた．そこで今回の調査では，試験調査で誤解が生じ  

た点を避けるために次のような点に注意してアンケー  

ト調査を行なった．  

1．主張区間の幅は意見の強さを表すが，その区間の  

中でも最も重視する点は，区間の中央値とする（主   

張区間‖こよる評価方針の統一）．  

2∴一対比較においてどちらの項目も同程度に重安で  

る場合，全区間で示すのではなく，同程度に重安  

という－∴l．‡で示す．  

アンケートの結果，評仙のばらつきが大きい場合，ア  

ンケートの結果を評価者にフィードバックすることに  

より，主観のばらつきを調整することを日精した．つ  

まり，デルファイ法的手法により主観のばらつきを調  

整することである．   

求められた・－一対比較佃から合意形成モデルを用いた  

グループAHP法により整合牲と各メンバの満足度の高  

い－－－一対比較行列を生成する．その結果得られた重安度  

を評佃頑日の重要度とする．そのモデルを以下に示す．  

∬晶 ヴ・C’J＋p・βJ，  

Jl   β・f・∑‥－：抑ブ＝入IU‘，（よ＝1，…，”・），  
ブ＝】  

こ1、り∬ノf＝1，   （才，．グ＝1，…，＝），  

－▲・よ＝1，  

f＝1  

呵＞0、  （よ＝1，…，‖），  

Jり≦1・り≦一局，（よ、．メ＝1，…，＝）・  

ただし，C’Jは整合度，上けは不満足度を表す（詳細＝こつ  

いては【1】を参照して頂きたい）．  

3 結果と考察   

一回目のアンケートの結果，評仙にはかなりのばら  

つきがあった（図1）．そこで，2節のデルファイ法的手  

法による評価主観の調整を試みた．フィードバックの  

情報としては，各メンバがどれくらいの主張区間の幅  

で，どちらの項目を重安と考えているかを示した．我々  

は，これにより評価主観の調整が行なわれることを期  

待したが，実際の調査ではフィードバックによる調整  
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はほとんど行なわれなかった．このことから，人事評  

価に関する附l職者問の合意を得ることは難しく，合意  

を形成するには全員が納得のいくプロセスにより結果  

を導くことが重安になる．つまり，結果を導くプロセ  

スにおいて各メンバの主観の扱い方が問題になる．こ  

の′射二おいて，合意形成モデルを川いたグループAHP  

法は有効な手法であると考えられるが，実際に後日こ  

の′射二間してアンケートを取る必要性を再認識した．  

・また，今回の分析では，簡易的に主張区間のr・い央  

値を評仙者の主張点とした．この方法以外にも，  

主張区間とプいこ主張点を示してもらうという分析  

も考えられる．これらの方法の差が結果にどのよ  

うな影響を与・えるかは，今後さらに検討したい．   

●今回の分析では，アンケート純米をフィードバッ  

クする際に，図1に示した生データのみをフィード  

バックした．これが，評佃主観の調整が行なわれ  

なかった原因とも考えられる．したがって，今後の  

分析では，各評価者の評仙の整合皮など，各評価  

者が自分の評価を検討できるような情報をフィー   

ドバックするなど，デルファイ法に関する分析が  

必要であると考えられる．  

4 結論   

デルフ 

たが，実際にはあまり評価の変更はみられなかった．こ  

のことは，集団の合意では，差異のデータだけを与え  

てもなかなか変更はなく，合意を形成するプロセスに  

ついても何らかの合理的な方法を検討する必要がある  

ことを痛感した．特に，人事評価のような意見の調整  

が難しい問題ではこのことが重安と考えられる．この  

合意形成モデルを用いたグループAHP法は，噂かれ  

た結果について，各メンバが納得するような論理的な  

裏付けを与えられるという点で，人事評価における主  

観の合意形成には有効であると考えられる．また，ア  

ンケート調査と集計時間の大幅な短縮，各質問の配列  

による回答の偏りを減少させるという点ゼは，【4】のソ  

フトは十分にその機能を果たしたと言える．  
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図1：評価主観のばらつき  

なお，評価主観のばらつきについては次のような考  

察が得られた．  

・管理職の人による一対比較評価は主張区間の区間   

幅が広かった．これは，管理職という立場上，い  

ろいろなタイプの人を評価しなくてはならないと   

いう意識が反映された結果だと考えられる．した   

がって，管理職の人による一対比較評価は，場合   

によっては評価される側のタイプを分類して，改   

めて主張区間を示してもらうことで，より実践的  

になると考えられる．   

・評価項目に関する基本的な概念が各メンバによっ   

て異なるのではないかという指摘が評価者から得   

られた．この点については，事前のインストラク  

ションが重安と考えられる．   

また，今後の課題としては以下のことが挙げられる．  

・実際の人事評価では，評価項目間の重要度につい   

て意識的に差をつけて評価を行なっているが，今   

回の調査では，評価項目間に差がない結果になっ   

た．このことは，ある意味で合意形成を目的とす   

る合理的な評価方法では，極端な意見を出しにく   

くなると共に，たとえ出したとしても軽視される   

傾向があることが明らかにされた．  
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